
 

 

 ◎ 新規項目（３項目） 

９ 次世代産業の推進について(P.17) 

・ 燃料電池自動車の購入に対する補助などの支援制度の充実、水素ステー

ション整備に係る規制の見直し等 

・ 総合特区の適用区域追加の柔軟化、次世代環境航空機の普及拡大に対す

る支援 

・ 「革新的イノベーション創出プログラム」によるリハビリテーションや

介護現場で利用する機器及びロボットの研究開発に対する支援 

 
２６ 災害廃棄物処理体制の整備に対する支援について(P.53) 

・ 災害廃棄物処理計画策定や廃棄物処理施設耐震化等への支援 

・ 国有地等公有財産の活用による災害廃棄物仮置場等の確保、廃棄物処理

権限の見直し等の法整備 

 
３５ 「持続可能な社会」を担う人づくりについて(P.71) 

・ 「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」

の開催を契機とした、環境面における「持続可能な社会」を担う人づく

りの取組の推進 

・ 地域における「持続可能な社会」を担う人づくりのための様々な主体間

での連携強化の取組に対する支援 

 

◎ 内容追加項目（主なもの：１５項目） ※追加した内容 

１ 南海トラフの巨大地震対策の推進について(P.1) 

・ 木曽三川下流域等ゼロメートル地帯の「南海トラフ地震津波避難対策特別

強化地域」への追加指定 

・ ゼロメートル地帯における直轄河川を含めた河川・海岸堤防や排水機場等

に対する地震・津波対策事業の促進、津波避難における沿岸部の高い場所

にある道路の活用 

・ 基幹的広域防災拠点の早期整備、県営名古屋空港と航空自衛隊小牧基地の
一体的な位置づけ 

・ 亜炭鉱跡の調査及び充填に関する事業の実施 

 
 ２ 社会インフラの老朽化対策について(P.3) 

・ 「インフラ長寿命化計画」等の策定に係る技術指針等の整備や点検・診

断等に係る財政支援 
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３ デフレ経済からの脱却と産業競争力の強化について(P.5) 

・ 大胆な為替・金融政策及び着実な経済対策の実施、消費税引上げ後の中

小企業等への支援継続 

 
５ 危機的な財政状況に対応した地方税財政措置について(P.9) 

・ 法人実効税率の引下げに際して、全ての地方公共団体の財政運営に支障
が生じることのないよう、恒久的かつ確実な財源の確保 

・ 地方法人特別税の廃止と地方税への復元、新たに導入された地方法人税
の撤廃 

 
１０ 中小企業対策及び産業活性化策について(P.19) 

・ 「地域中小企業応援ファンド融資事業」の継続 

・ 訪日外国人観光客誘客促進に向けたビザ免除地域の拡大、ビジット・ジ
ャパン事業の拡大 

・ 公衆無線ＬＡＮ環境の整備など外国人観光客が旅行しやすい環境整備
の推進 

 
１３ 水産業振興施策の充実について(P.25) 

・ 農林漁業用軽油引取税の課税免除措置の恒久化 
 
２１ 国民健康保険の財政上の構造問題の解決に向けた取組について

(P.43) 

・ 国保と被用者保険との保険料水準の格差縮小や地域間の保険料水準の
格差縮小を図るための制度設計を踏まえ、国費投入の具体的方策の提示 

 
２３ 子ども・子育て支援新制度について(P.47) 

・ 低年齢児の職員配置改善や年度途中の保育需要増に対応した職員加配
を新制度の対象に追加 

 
２４ 児童虐待防止対策の充実について(P.49) 

・ 児童養護のための施設の小規模化・地域分散化を図る施設整備に必要な
財源確保及びグループホーム職員配置基準の引上げ等 

 
２５ 治水・利水対策の推進について(P.51) 

・ 平成２３年９月台風１５号豪雨災害の再度災害防止を図るための河川
改修事業の促進 

・ 設楽ダムについて、水源地域の住民への生活再建対策に万全を期すこと、
県の財政的な負担軽減を図ること及び県内他地域の公共事業に影響を
及ぼさないこと 

 
 
 



 
２８ 交通安全対策の推進について(P.57) 

・ 自転車の安全利用に資する教育の推進 
 
２９ 就業支援・職業能力開発等の推進について(P.59) 

・ 「地域人づくり事業」の継続、基金積み増し及び事業要件の緩和 

・ 「若年技能者人材育成支援等事業」の継続及び拡充、「認定職業訓練助
成事業」の国庫負担率の引上げ 

・ 企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組推進に向けた支援の充実 
 
３１ 就学支援の充実について(P.63) 

・ 高等学校等就学支援金制度について修業年限の制限の緩和 

・ 私立高校等の生徒への就学支援金について低所得層に対する補助拡充 
 
３３ 多文化共生社会づくりの推進について(P.67) 

・ 外国人に日本語学習の機会を提供する公的な仕組の構築 
 

３６ 生物多様性の保全に関する「愛知目標」の達成に向けた取組につ
いて(P.73) 

・ 「愛知目標」の中間年における先導的な取組やその成果を全国に発信す
る行事の開催 


